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政
健
全
化
目
標
は
ほ
ぼ
達
成

さ
れ
た
よ
う
だ
。
２
０
１
６

年
12
月
に
公
表
さ
れ
た
内
閣

府
「
国
民
経
済
計
算
年
次
推
計
」
に
よ

る
と
、
15
年
度
の
国
・
地
方
の
基
礎
的

財
政
収
支
（
Ｐ
Ｂ
、
実
際
の
健
全
化
の

進
捗
は
復
旧
・
復
興
対
策
の
経
費
お
よ

び
財
源
等
を
除
い
た
ベ
ー
ス
で
測
ら
れ

る
）
は
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国
内
総
生
産
）

比
▲
２
・
９
％
と
、
目
標
値
（
10
年
度

比
で
赤
字
半
減
、
同
▲
３
・
２
％
）
を

上
回
っ
た
。

　
15
年
度
の
Ｐ
Ｂ
は
、
旧
民
主
党
政
権

が
当
初
予
算
を
編
成
し
た
12
年
度
に
比

べ
て
12
・
９
兆
円
改
善
し
た
。
税
収
が

17
・
４
兆
円
増
え
、
歳
出
等
が
４
・
５

兆
円
の
増
加
に
と
ど
ま
っ
た
か
ら
で
あ

る
。
消
費
税
収
が
税
率
引
き
上
げ
も
あ

っ
て
９
・
５
兆
円
増
加
し
、
所
得
税
や

法
人
税
収
の
増
加
額
（
７
・
８
兆
円
）

を
上
回
っ
た
。
消
費
税
増
税
が
行
わ
れ

な
け
れ
ば
、
赤
字
半
減
目
標
は
達
成
で

き
な
か
っ
た
だ
ろ
う
。

　
一
方
、
歳
出
等
は
税
収
に
比
べ
て
抑

制
的
で
あ
る
。
安
倍
内
閣
は
「
機
動
的

な
財
政
政
策
」
を
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
旧

・
第
２
の
矢
と
し
た
が
、
政
策
的
に
歳

出
を
拡
張
さ
せ
た
の
は
13
年
度
だ
け
で
、

そ
の
後
の
歳
出
は
同
水
準
に
抑
え
ら
れ

て
い
る
。
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
そ
の
間
に
増

加
し
た
た
め
、
経
済
規
模
対
比
で
見
れ

ば
、
旧
・
第
２
の
矢
は
財
政
悪
化
要
因

に
さ
ほ
ど
な
ら
な
か
っ
た
。

　
総
じ
て
見
る
と
、
円
安
や
世
界
経
済

の
持
ち
直
し
な
ど
に
よ
る
景
気
回
復
で

税
収
が
増
加
し
た
だ
け
で
な
く
、
消
費

税
増
税
や
歳
出
の
増
加
抑
制
を
政
策
と

し
て
進
め
た
こ
と
で
赤
字
半
減
目
標
が

達
成
さ
れ
た
。

　
た
だ
し
、
４
・
５
兆
円
の
歳
出
等
の

増
加
の
う
ち
２
・
７
兆
円
は
社
会
保
障

費
が
占
め
て
い
る
。
年
平
均
で
１
兆
円

近
い
増
加
ペ
ー
ス
だ
。
医
療
・
介
護
費

の
増
大
が
引
き
続
き
見
込
ま
れ
、
20
年

度
ま
で
に
Ｐ
Ｂ
黒
字
化
目
標
を
達
成
す

る
見
通
し
は
立
っ
て
い
な
い
。
19
年
10

月
に
社
会
保
障
の
財
源
と
し
て
消
費
税

率
が
10
％
へ
引
き
上
げ
ら
れ
た
と
し
て

も
、
そ
れ
と
は
別
に
10
兆
円
程
度
の
収

支
改
善
が
必
要
だ
。
税
収
の
増
加
ペ
ー

ス
は
足
元
で
鈍
化
し
て
お
り
、
景
気
回

復
頼
み
の
税
収
増
に
は
限
界
が
あ
る
。

　
そ
の
意
味
で
、
経
済
・
財
政
一
体
改

革
を
よ
り
強
力
に
推
進
で
き
る
か
ど
う

か
が
安
倍
内
閣
の
課
題
で
あ
る
。
歳
出

の
見
直
し
、
特
に
社
会
保
障
給
付
の
効

率
化
・
適
正
化
に
つ
い
て
、
抜
本
的
な

改
革
を
進
め
る
べ
き
で
あ
る
。
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内閣府「国民経済計算年次推計」

2015年度における国・地方の
基礎的財政収支の名目GDP比

5年度における国 地方のの
▲2.9%

財


